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第 12章

多国籍企業の内部化理論

小 島 清

12-1 開 題

多国籍企業 (以下MNCと略す)の統一説明理論の構築 (モデル化)が漸 く緒

についてきたD従来は.ビジネス･アプローチの骨として,巨大企業化,MNC

化の動機とか利点を,あれもこれもと数十に及ぶ細い事例をならべたてて,

MNC活動を美化し正当化しようとするものが多かった｡雑然とした実務論の

段階にとどまり,システマチックな理論に到達していなかったO

おそらくMNCの理論的解明の嘱矢はHymer(1976)らによる独占論ないし寡

占論による産業組織論的アプローチであった｡これに対しイギリスのReading

Schoolの数人の学者が,独占的行動という表現を避けて,内部化理論 (theory

ofinternalisation)と総称しうるものの構築に向けて前進することになった｡

先ずDunning(1977,1980)が ｢匡l際生産の折衷理論eclectictheory｣を展開

したD数十に及ぶMNCの優位要因を,規模経済論,内部化論,立地論(ないし

匡l際分業論)の3つを継ぎあわせて,解明している｡自ら ｢折衷理論｣と名づ

けているように,いまだMNCの統一理論にまで成熟しているとは言い難い｡

これに対しRugman(1980a,1981)は,内部化論こそ｢MNCの一般理論｣で

ある,との大胆な主張を試みた｡いろいろな事例,数多くの学説 (私の海外直

接投資に関する小島仮説も含め)はすべて内部化利益として位置づけうるとい

うのである｡行き過ぎの強引な一般化の弊に陥っている｡だが彼の言う内部化

利益の源泉を整理してみると,結局,(a)規模経済 (economiesofscale)の利益

と,(b)内部価格づけ (internalortransferpricing)を活用できるMNCという
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階層的組織の形成 ･運営の利益との2つであることがわかった｡

この2つの利益をフォー ミュレー トし,まとまったモデルを提示したのが

Buckley-Casson(1981)である｡輸出という市場取引に較べ海外直接投資

(DFI)という内部化方式のほうが有利になる条件を明示するという点まで,こ

のモデルを拡張しているD

以上のような方向に,MNCの内部化理論に関する文献整理を試みるのが本

章の第1の課題である (第2節)1)0Buckley-Cassonモデルは経済学で最近進

展を見せているsunk-cost(埋没費用)モデルに他ならない｡レディング学派は,

ビジネス実務上の無数の細い配慮を念頭に置いているためか,すっきりしない

し,不正確な判定基準に陥っている｡サンクコスト･モデルによって内部化利

益の問題を体系的に整理し直し,MNC活動の本質をえぐり出してみたい,とい

うのが本章の主要課題であるCそのために先ず第3節で,最小最適規模(MOS:

minimum optimalscale)を導入したサンクコスト･モデルを提示する｡これ

によりsuperiorな生産 (或いは取引)方法の正確な判定基準が導出される｡

レディング学派は,物的投入物だけでなく,技術,情報,社内人材,階層組

織などの経営資源をも "中間財〟とみなし,それを内部価格づけによって低廉

に調達できるから可変費用を低めうる,またそのことが内部化,MNC化の利益

の最大の源泉であると強調している｡だがこの主張は正しくない｡本当の源泉

はむしろ規模経済の実現にある (第4節)0

企業の有形無形の資産がセット･運営され,規模経済が実現されるにつれ,

逓増収穫-逓減費用がもたらされる｡それ故,限界費用-限界収入になる生産

(販売)量に制限し,独占利潤を最大化することが有利になるO可変費用-限界

費用の低廉化を重視するかれらの議論は独占的行動の正当化に連なってくる｡

このため社会的便益 (socialbenefits)の最大化というマクロ経済的要請と相克

することになる｡MNCの功罪がこういった観点から問い直される (第5節)0

DFIによる海外生産の方が輸出よりも企業にとって有利なことであろうか｡

必ずしもそうでないこと,ならびにそうならない理由を厳密に検討する (第6

節)｡同時に,割高になった国内生産を海外生産に移し輸入することこそ有利で
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あることを明示する｡このことが逆貿易志向的 対 順貿易志向的DFIという

小島命題に連なってくるのである｡

12-2 レディング学派の内部化理論

(Dunningの "国際生産の折衷理論〟)2)

[Dunning1981,pp.80-81]は,表12.1のように,国際生産 (その主軸はDFI

行動)が当該企業にとって有利になる32に及ぶ要因を列挙している｡これらは

ビジネス･アプローチにとっていかなることが考慮事項であるかを教えている｡

かくも多数の要因 (変数)を挙げることは,理論化とかモデル化を不可能にす

る｡いったい何が最も重要なのか｡彼はMNCをめ ぐる理論の発展を考慮して,

多数の要因を3つに分類し,それらを包摂するものでめるからという理由で,

自らの理論を折衷理論或いは0-トレ ラヾダイムと呼んでいる｡

Dunningのパラダイムの中でもその中軸は 1つ 1つの企業のもつ0wn er･

ship-SpecificAdvantages(企業能力優位)である｡一企業が他企業よりも (或

いは自国企業が外国企業よりも)優った特別の能力を備えているというのであ

る｡これは伝統的企業理論に立脚している｡

表12.1には13の優位企業能力がかかげられているが,それは工場,機械設備,

オフィスなどの "有形企業資産〝だけでなく,その企業に特有な優れた技術,

組織,経営やマーケテイングのノウ-ウ,さらにそれを担う人材などの "無形

企業資産intangibleassets〟から生み出される.一括して "経営資源〝[小宮隆

太郎1970,p.250]と呼んでもよい｡これらが,われわれのサンクコスト･モデ

ルにおける "固定投資費用〝set･upfixedcostを形成するわけである｡

Dunningは第2にInternalisationIncentiveAdvantages(内部化利益)を挙

げる｡有力な議論となってきた内部化理論をも包摂していることを示すためで

あろうが,あまり意味がない｡表12.1に内部化利益として挙げられている項目

は,企業運営 (operation)のや り方が生み出す利点である｡諸取引を内部化す

ることによって,またそれを内部価格づけによって行いうるので,取引(trams-
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表12.1 ダニングの国際生産の折衷理論

(1) 企業能力優位 (Ownership-SpecificAdvantages)(自国企業が他国企業

を上回る優位)

(a) 多B]籍でなくても生ずる優位

1.企業の規模,確立された名声,生産物多様化,生産プロセス多様化,

分業と特化の利益を獲得する能力,独占力,企業に属する生産要素の優

れた能力とその活用｡

2.企業に特有な所有権としての技術,商標｡

3.生産の管理,組織, マーケティング･システム,研究開発 (R&D)能

力,人的資本と経験の蓄績｡

4.投入物,たとえば労働者,自然資源,金融,情報の,排他的ないし他

より有利な入手可能性0

5.投入物を有利な条件で (企業の規模や買手独占的影響力により)入手

する能力｡

6.生産物販売市場の排他的ないし有利な入手可能性｡

7.政府の介入 (たとえば市場新規参入への規制)0

(b) 新規企業にくらペ,既存企業がブランチ工場をもつ場合の優位

8.工場をもつ場合,その能力(管理,経営,R&D,マーケティングなど)

を親会社が有利な価格で入手しうること0

9.子会社との間でジョイント供給をやることから生ずる節約 (生産につ

いてだけでなく,共同の隣人, マーケテイング,金融についても).

(C) 多国籍であるが故にとくに生ずる優位

10.多国籍化すると,より広い機会が開かれ,上述諸利点が強められる｡

ll.情報,投入物, マーケットについての知識のより有利な入手｡

12.要素既存や市場の国際間の相違を利用できる能力0

13.リスクを多様化できる能力 (たとえば通貨圏や資本化率の違いを活用

して)a

(2) 内部化利益 (IntemalisationIncentiveAdvantages)
(市場の失敗から守る,ないしそれを活用する利点)

1.市場での取引をやる場合にかかる諸コスト (相手の発見,交渉,モニ

タリングなど)の節約になる｡

Z.特許技術,商標などpropertyrights(工業所有権)の使用コス トを回

避できる｡

3.買手の不確実さを回避できる｡

4.市場では差別価格づけが許されないが,それをやる｡

5.生産物の質を守れる｡

6.外部性とか相互依存行為のeconomiesが獲得できる (上述(1)の8.9

を見よ)0

7.先物市場が存在しないとき,これを企業内で補償できる｡

8.政府の干渉 (輸入数量割当,関税,価格統制,税制のちがい,など)

を回避したり,それを活用できる｡

9.投入物 (技術を含む)の供給や販売条件をコントロールできる｡

10.支社の販売先をコントロールできる｡

ll.交互補助とか市場略奪的価格づけ,などをやることができる｡

(3)立地利益 (Location-SpecificAdvantages)
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1.投入物と製品販売市場が空間的に分散されていること｡

2.投入物 (労働,エネルギー,原材料,部品,半成品など)の価格,晶

質,生産性｡

3.運送 ･通信費｡

4.政府の介入｡

5.輸入統制(関税障壁を含む),税率,インセンティヴ,投資環境,政治

的安定性,など｡

6.インフラストラクチュア (商業的,法制的,運輸)｡

7.心理的距離 (言語,文化,ビジネス,慣習などの差).

8.研究開発の生産とマーケティング上のeconomies(たとえば,R&Dを

本社で集中的にやった場合の規模経済の程度)0
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action)コストを節約できるとするのである｡

第3のLocation-SpecificAdvantages(立地利益)は,立地論とか匡l際分業

論を取り入れたいとの配慮から特掲されたのであろうが,そう名づけることは

やはり有意義ではない｡海外直接投資を行いMNC化すれば,生産･販売の "直

接的可変費用〟を安 くすることができる一一低廉な労働力や原料を利用し,運

送費や関税を回避できるので- ということにつきる｡あくまで諸コス トの絶

対比較に立脚するものであって,比較優位考察を基本とする匡l際分業論と連な

っているわけではない3)｡

内部化論者は,第3の直接的可変費用を先の企業運営費用と明別せずに両者

を含めて取引コス トの節約が内部化によって実現するという｡最新の論文

[Dunning1988a,p.2]においてDunningはMNCの企業能力優位をOa-asset

advantages(資産優位)とOFtranSaCtionadvantages(運営優位)とに分割

する必要を強調している｡前者は画定投資費用の問題であり,後者は運営費用

の問題である｡このように整理すればDunningの0-トLパラダイムはサンクコ

スト･モデルに収赦していくことになるのであるO

くRugmanの "内部化理論〝)

AlanM.Rugman[1980a,1981]は,内部化こそ多国籍企業の一般理論であ

ると借称する4)｡だが彼は,MNCは外国にまでまたがる巨大な階層組織を形成

し,内部価格づけによって企業内取引を低廉にすることができるという企業運

営上の利点を強調する｡それがRugmanの言う内部化の利益である｡固定投資
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費用の生み出す規模経済こそ最も重要な本来の内部化利益であるはずである

が,Rugmanはこれを忘却し無視している｡彼はMNCの運営は独占的行動を目

ざしていると断言する｡

Rugman[1981,p.28;訳p.9-邦訳箇所も示すが,私なりに修正してある]

は内部化を次のように定義する｡

内部化とは,1つの企業内に或る市場 (amarket)を作り出すプロセスで

ある｡この企業内市場は,規則的な (外部)市場が成立していない時にそれ

に代替し,資源配分(生産)と販売上の問題を,経営管理命令(administrative

fiat)を用いて解決する｡企業の内部価格 (すなわちトランスファー)価格は

企業組織の潤滑油となり,内部市場をして,潜在的な (しかし実現されない

理想的な)規則的市場と同程度に効率的に機能させるのである｡

1つ 1つの述語の定義が唆味で,エコノミストの厳密な用い方と違うので,

解釈するのに困難を感ずるが,次のようなことであろう｡すなわち,完全競争

市場 (或は均衡)といったものは理想にすぎず到底実現しないが,企業がすべ

てをコントロールできる階層組織 (hierarchy)を作 り,利潤極大をはかる内部

価格を使って運営すれば,現実の不完全な外部公開市場よりもいっそう効率的

な生産 ･販売活動を行いうる,ということであろう｡つまり,内部化利益の源

泉は,内部価格づけによる計画的運営にある,とするのである｡この内部価格

(internalprice)という用語には,transferprice(企業内振替価格),shadow

price(計画的均衡価格),surrogateprice(代理価格)などいろいろ違った名称

が付されているが,すべて同義である｡

｢トランスファー価格は悪意的な数値ではなく,内部化を機能させるのに必要

とされる適正な(co汀 eCt)内部的管理価格である-｡MNCには,いかなるトラ

ンスファー価格であれ都合のよいように (caresto)使うことが許されるべきで

ある｣とRugman[1981,p.85;釈,p.76]は言っている｡ここに ｢都合のよい

ように｣というのは,企業のコスト節約,利潤増加を最大にするように,とい

う意味であろう｡したがって,公開の市場で需給均衡によって決まり変動して

いく ｢市場価格｣ないしarm'slengthprice(交渉価格)とは異なる内部価格づ
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けをするわけで,価格差別化 (pricediscrimination)が発生することになる｡

またMNCの子会社間で違った価格づけも行われる｡そうすることによって種

々の取引コストを節約し,利潤を増加しうるとする｡内部価格づけが鍵なので

ある｡

それではいったい何を内部化し,いかに内部価格づけをするのか｡

(/)市場が成立していない時(たとえば知識knowledgeのごとき中間材の価

格づけにおけるように),或は規則的市場での取引コストが過大である時には

いつでも,内部化する理由が生ずる｡一国経済にはこうした市場の不完全性

という性格があるので,企業が内部市場を創出するという強い動機がつねに

存在している｡(ロ)世界全体をベースにして見ると,貿易諸障害やその他の無

数の市場不完全性が存在するので,多国籍企業が出現するいっそう強い理由

がある｡多国籍企業は,匡l際的市場の (また国内市場の)不完全性を内部化

し,かくして,グローバルな社会的厚生を増大するのである-｡[Rugman

1981,p.28;釈,p.9]D

上の打)は技術知識で代表されている経営資源を当該企業の専有にし排他的利

用をはかるというのが内部化である｡諸経営資源を市場で調達するコストより

も安い内部価格で利用できるようになる,というのである｡(ロ)は,企業が海外

-直接投資進出 (子会社設立)することが内部化であり,それにより輸送費や

関税を回避できるし,低賃金労働や安い現地投入物を利用できるようになる,

というのである｡

上にも指摘した諸要因を｢市場の不完全性｣とか｢市場の失敗marketfailure｣

ときめつけることに対しては,厳密な定義を用いるエコノミストの立場からは

異議が申し立てられるのだが,そういう場合,企業の内部取引に置きかえれば,

取引コストが節約できるとするのが,Coase(1937)に始まり,Williamson(1975)

により精微化され,Casson(1979)により直接投資問題に延長通用された ｢取

引コスト節約論｣である｡Rugmanはじめレディング学派はこれに依拠してい

るのである｡

Rugman[ibid.]は上の引用につづけて次のように言う｡
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内部化は企業特殊的優位を世界的規模で維持するための 1つの手段であ

る｡多国籍企業とは,親会社の縮小複製版 (miniaturereplicas)を海外に設

立することによって,知識という企業特殊的優位の使用を監視 (monitor)す

ることのできる組織である｡多国籍企業のこれらの在外子会社は,各外国市

場-供給するが,それは外国の国民市場の一部を多国籍企業に分与 (seg-

ment)することになるし,多国籍企業はかくて価格差別化を用いて世界的規

模での利潤を最大化することができる｡多国籍企業は,内部化によって,そ

の関連子会社をコントロールし,グローバル ･ベースで,その多国籍企業と

いうシステムのもつ特殊優位の使用を制御できるのである｡

それでは何を目標にして トランスファー価格づけを行うのか｡答は独占利潤

を最大化するための独占的企業運営である｡[Rugman1981,p.61;釈,p.48]

は次のように言う｡

多国籍企業の重要な特徴は,知識という企業特殊的優位を持っていること

である｡したがって,定義により,多国籍企業は独占者 (monopolist)であ

る｡当然のことながら,多国籍企業のもつ知識について潜在的な競争者や追

跡者がいるが,多国籍企業が企業特殊的優位性に対するコントロールを維持

するために,当該多国籍企業は内部市場を使用すること (症 :完全所有の子

会社方式)を選好せざるをえない｡

このセンテンスに続いて,海外直接投資は,限界費用-限界収入になる点ま

での生産量にとどめ,平均費用よりはるかに高い価格で販売し,独占利潤を最

大化するという,通常の独占的行動の図を示している｡そして,

主要な結論は,多国籍企業は結局は守銭奴(economiccreatureoranimal)

だということである｡多国籍企業は,商品 ･サービスを生産し販売するため

に存在し,それによって多国籍企業は利潤を稼 ぐことができるO私の発見し

たところによれば,技術移転とか,開発の担い手として行動するとか,所得

再分配を行うといったことが,多国籍企業の役割なのではない｡[Rugman

1981,p.32;釈,pp.14-15]｡

つまりRugmanは,MNCは独占利潤の最大化を求める守銭奴以外の何者で
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もないことを断言している.これは ｢グローバルな社会的厚生を増大する｣と

いう先の引用とは矛盾するわけであるが,これこそ彼の本音であろう｡この矛

盾をめぐって,MNCの功罪が問われねばならなくなる｡

(Buckley-Cassonのサンクコスト･モデル)

BuckleyとCassonはEconomicJoumal,March1981への共同執筆論文におい

て,レディング学派の海外直接投資を要約した1つのモデルに到達した｡それ

は図12.1に転載したごときサンクコスト モデルである｡この図をBuckleyは

1983年論文に用い,さらにウプサラ大学でのわかり易い講義 (1987)の中心に

据えているccassonはRugmanの著書 [1981,p.20;釈,p.xi]-の ｢まえが

き｣にこの図をもってきて,MNC論の到達点であるとしている｡Rugmanがな

ぜCassonの ｢まえがき｣を載せたのかを知らないが,Rugmanの内部化理論も

力点の置きどころに違いはあるにせよ,この図に帰着する,少なくともそれと

矛盾しないと考えたからであろう｡事実 Rugman自身もこの図に帰着する同種

の図を [Rugman1980b,p.52;中島1983,p.190]ならびに [Rugman1981,p.

67;釈,p.53]に示しているのである｡

Buckley-Cassonは,Chamberlain(1933)流の次の逓減コスト関数を用いて

いる｡

(1) 総費用(TC)-C(x)-a+b･x

(2)平均費用(AC)-C(x)/x-a/x+b (ただLa,b-constant)

ここでガは生産量 (より一般的には取引量であり,時に販売量ないし購買量と

される)である｡αは生産量のいかんにかかわらず一定額を要する固定費用

(fixed cost),古は生産量に比例 して繰返し必要 となる単位当たり可変費用

(variablecost)である｡

生産方法 iに1と2があるとすると,

(2.1) C(x)/x-al/x+bl

(2.2) C(x)/x-a2/x+b2

となる｡このいずれがより低い平均費用を実現するか,つまりよりsuperiorな生

産方法であるかを見出したいのである｡
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図12.1

TC (i)
Tl'
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ない｡サンタはそういう意味を持つ｡企業の操業度を,少なくとも損益分岐点

以上に高めることが必要となってくるのである｡

この費用逓減は,一定の固定投資費用 aが,取引量xの増加につれ,a/xが小

さくなるといういわばメカニカルな関係である｡有形無形の経営資産をA,その

調達価格をカであらわすならば,α-♪･Aである｡どの程度の規模経済が生ずる

かは,Aの中身をなす機械設備の性能,耐用年数,陳腐化,生産技術,工場のレ

イアウト,企業の人材の能力,さらにそれらを組合わせ組織をつ くるデザイン

(生産関数の形),企業組織を運営する能率などに依存する｡これを "技術的〟

関係と呼んでおきたい｡つまり,Aのもつ技術的性能が重要であり,そのいかん

が異なった技術的規模経済を生み出すのである｡

次に,図12.1(i)の77′線の傾斜は可変費用あを,その水平線 (固定費用)を上

回る高さが絵可変費用∂･ガである｡可変費用を,少なくとも2種に分けて,厳

密に検討する必要がある (後述)のだが,今は問わない｡生産に投入される原

料とか労務費といった直接的生産費を念頭におけばよい｡この可変費用あはコ

ンスタントで産出量単位当たり一定顔を要するとすると,それはコンスタント

な限界費用をも意味するので,図12.1(ii)のMM′線のように水平線として画かれ

る｡

可変費用∂の大きさは,投入物 (中間財)を外部市場からいかなる価格で調達

するか,それを企業内で内部価格によって安 く入手できるか,また両者の割合

をどうするか,といった経済的条件に左右される｡先の固定投資α-♪･Aの(性

能でなく)調達費用少も同様な経済的条件に依存する｡それらは規模経済を規定

する技術的条件とは無関係であり,相互に独立であるOこのことに注意しなけ

ればならない｡

かくて,稔費用は固定費用と可変費用の合計であるから,図12.1(i)の077′折

れ線が総費用曲線となる.077'線に原点から引いた線分の傾斜がa/x+bなる

平均費用を示すわけであるが,それは図12.1(ii)のAA′という右下りの逓減平均

費用曲線となる｡それは縦軸と〟〟′線とに無限に接近する右下 り曲線となる｡

右下 りになる原因はα/∬がガの増加につれて小さくなるという技術的規模経
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済に基づ くのであって,固定投資費用αと可変費用みの大きさとは独立である

(繰返しになるが)｡

(ち-C基準〉

生産方法 1と2とを比較する作業に進もう｡或る量ガの生産について,総費用

C(x),したがって平均費用C(x)/xがより安 くつく場合をsuperior方法と呼ぼ

うoBuckley-Cassonの図12.1(i)では,固定投資費用はa.<a2であるが可変費用

は逆にb.>b2と仮定されているOこうであるとEなる転換点 (switchingpoint)

を持つ｡つまりE,寛の生産量xに達するまでは方法 1のほうが低い総費用ですみ

superiorであるが,E,点を越えると方法2のほうがsuperiorに転ずるOこれに対

応して図12.1(ii)では,平均費用は,E点まででは方法 1のほうが安 く,E.寛を越

えると方法2のほうが安 くなる｡つまり大量生産をする場合には方法2のほう

がsuperiorである｡そこで必ずそうなるという基準を求めねばならない｡

BuckleyとCassonが提示した基準は次のようである｡

(B-C基準) より大きな固定費用投資を必要とするが,可変費用が小さく

なるならば (つまりa.<a2だが bl>b2ならば),そういう生産方法 (方法2)

の方がより大規模な生産についてsuperiorになる｡

だがこのB-C基準は不正確な基準 (従って採用しないほうがよい基準)であ

ることが明らかになった｡al,a2,bl,b2の大小関係については9つの組合わせ

が存在する5)O次節で求めたもっと正確な基準によって判断すると,a.<a2だが

∂1>∂2というB-C基準はsuperiorな生産方法たることの十分条件ではあるが

必要条件ではない｡B-C基準が要求する転換点Eが存在しなくても,生産方法

2がよりsuperiorであるケースが見出せるのである (なぜB-C基準が不正確

であるかについては,す ぐ後でもう一度触れる)｡

そこでさらに,創設固定投資費用αはすべて取戻しのできないものだとして

sunkしてしまう,つまり0とおくとしよう｡そうすると (2_1),(2.2)式の単

位固定費用はa./x-0,a2/x-0となるo従って平均費用 (総費用も)は専ら可変

費用の大きさ(b.>b2)に左右されることになるo内部価格づけによって可変費

用を低 くすることができることが,内部化･MNC化の利益であるとのRugman
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らの主張に到達する｡よって次をRugman基準と名づけておこう｡

215

(Rugman基準) 可変費用がより小さくなるほど,よりsuperiorな生産方法

である｡

かくてビジネスアプローチの内部化論者は,固定費用αと可変費用占,とくに

後者に注目し,それを低 くしうることが内部化･MNC化利益の源泉であると主

張する｡それは利益の1つの源泉ではあるが,皮相的な源泉にすぎない｡本当

の利益源泉は技術的規模経済の実現にある｡このことを内部化論者は見落とし

ているのである｡

既述のように,α-♪･Aである｡内部化論者は,この少を内部化によって低 く

しうると言う｡或は内部で開発した技術の使用料はゼロだから,それだけ可変

費用∂を低めうると言う｡だが本当の利益は,有形無形の企業資産Aの性能やそ

の運営の能率によってきまる技術的規模経済の程度 (その正確な定義は次節で

行う)に依存するのである｡内部化論者はまた,直接投資進出によって海外の

低賃金労働が利用できることや関税や運送費を回避できることを強調する｡た

しかにそれらも可変費用あを低める1つの要因にはなる｡だが本当の利益は,海

外生産をも含めた企業全体の規模経済利益がどれだけ生み出されるかに依存す

る (第Ⅳ節で詳論する)0

Buckley-Cassonは規模経済の重要性に気がついている｡(2.1),(2.2)式に

関連して次のように指摘している [BuckleyandCasson1981,p.78]｡

どの方式についても平均可変費用はコンスタントだと仮定する｡-表面的

にはこの仮定は生産における規模経済を排除してしまうかのように見える｡

しかし工場の規模とかタイプの違いによって生産方式の違いを識別すると,

"大規模工場方式〟は "小規模工場方式〝にくらべ,より大きな固定費用を要

するがより低い可変費用になるというように,規模経済を考慮に入れること

ができるのであるD

このような特定の規模経済を暗黙に仮定することによって 〈B-C基準)が導

かれたのである｡だが,(2.1),(2.2)式では,単位固定費用ai/xは無限に逓減

し,可変費用あの水準に収欽する｡それ故,実現される規模経済の程度がどれ位



216 第3部 多国籍企業論

であるかは不明であり,ために不正確な基準しか導き出しえない｡またそれ故

に,Rugman基準のように,コスト関数のsuperiorityは可変費用∂Eの大小で決

められるということになりかねない｡従って,コス ト関数の中に実現される技

術的規模経済の程度を明示する工夫(device)をほどこすことが必要である｡こ

のことを次節で試みたい6)0

12-3 最小最適規模サ ンクコス ト･モデル

(サンタと規模経済)

われわれは次のコスト関数を用いることにする｡

･3,TC-C(x)-〈ぞa'/三:.xb)x if霊 (:I/芸L=acもnbstanxt*, 従って)

(4)AC-C(x)/x- a/x+b ifx≦x'
a/x*+b ifx>x'

ここでx*は最小最適規模(MOS)である｡xがx*に達するまでは技術的規模経

済が働き,産出物単位当たり固定投資費用たるa/xは逓減する.x*量で規模経済

は実現されつくし,xがx*以上になると平均固定投資費用は不変のa/x*になる｡

a/x*は ｢最小平均固定投資費用｣である｡

いま2つの生産方法 i-α,βを措定すると,最小AC(-MC)は次のように

なる｡

(5) bd*-aJxa*+bq (すべての変数はコンスタント)

(6) bp'-ap/xp'+bp

すなわち,最小ACは,直接的可変費用b,.(これは経済的条件によって決まり

所与である)の大小のほかに,最小単位固定費用ai/xt*の大きさ,つまり実現さ

れる規模経済の程度に依存するOこのat/xz･.は企業の有形無形資産の技術的能率

と最小最適生産規模 (MOS)の大きさに左右されるのである｡

図12.2には生産方法αとβの2ケースが画かれているのであるが,方法αにつ

いて説明しよう｡図12.1と同様に,0αが固定投資費用a.であり,αSqとその延



2
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線のように逓減するが,それ以後はコンスタントなSαAα′直線になる｡コンスタ

ントな直接的可変費用∂αは∽α肌｡′直線の高さで示される｡これにスケール点で

コンスタントになった間接的可変費用αα/∬α*が加わるので,スケール点を越え

た到達可変費用ba*はSαAα′直線の高さになるのである｡

理解をむずかしくしているのは (以下,下添字を省いて述べるが)逓減する

a/xと,コンスタントになる最小平均固定費用-間接的可変費用a/x*の存在で

ある｡それはセットアブ固定投資費用に,サンクされる部分a-とサンタされえな

い部分a=とがあるからである(a-戻+a=)｡それぞれにいかなる固定投資費用項Ej

が属するかは詳細に検討せねばならないが,かりに豆を｢創業資産費｣,房を｢固

定的運営費｣と名づけておこう7).豆の代表は設備であるが生産技術 ･ブランド

ネームなどの無形資産 も含まれる｡a=は企業組織を運営する一定人数のover-

head人件費が主であるが,創業借入資金-の利払や借地料 ･法人税なども含ま

れる｡

a7=る機械設備や生産技術が,産出量がふえるにつれa-/xを逓減させること,

それに最小最適規模∬*が存在する (たとえば溶鉱炉のMOSは年産500万 トンで

ある)ことは明白で,それは設備のもつ性能によって技術的に決まる｡このセ

ットアブa-費はサンクされ (経理上は減価償却されるということであろう)

MOSに到達するとき,或はそれ以前にゼロになり,経費 (平均費用)には算入

されなくなる｡

もう1つのセットアブ･コストたるa=(固定的運営費)は,企業組織の良否と

運営の好拙といった技術的性能によって,a=/xの逓減度とMOSが決まる｡だがこ

のa=はサンタされないOスケール点に達するまでは一定額のa=を要 し,産出量xの

増加につれa=/x(平均国定的運営費)は逓減するのであるが,スケール点に達す

るとa=/x*は最小になり,それ以降はそれがコンスタントな間接的可変費用に転

ずるのである｡

たとえば年10万単位の産出がMOSである工場の運営については,5人のマネ

ジャー,年5,000万円の給与を要するとしよう.a=/x(平均固定的運営費)は,

操業度が 1割であると産出量単位当たり5,000円につ くが,MOSに達すると最
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小の500円になる｡10万単位がMOSであるようにデザインされた工場であるか

ら,それ以上,たとえば12万単位に産出量を増すにはマネジャーを1人 (給与

1,000万円)増やす必要がある (そうしなければ工場の能率は低下し平均費用は

逓増しよう)8)｡つまりコンスタントな可変費用a=/x*を必要とするようになるの

である｡

ついでに別の生産方法との比較に触れておこう｡10万単位でなく1/10の 1万

単位産出がMOSである場合を考えよう｡先の5人のマネジャーの1/10たる1/2

人にするわけにはいかず,やはり最低 1人のマネジャーを必要とする｡1人の

マネジャーで最も能率を挙げうる,上とは違う,工場をデザインする必要があ

る｡つまりMOSの大小に応じて採用される工場のデザインと運営の仕方が異な

り,実現される規模経済の程度にしたがって最小平均固定費用(この場合1,000

円)が異なってくる｡

か くして,(4)式のように,到達平均費用∂*-α/∬*+古になるメカニズムがわか

った｡それはa-a-+a=のうち,創業資産費a-はMOSたるx*に到達するまでにサン

クされてa-/x*-0になる｡ところが固定的運営費a=はサンタされないで (経常的

に必要で)a=/x*-constant>0となる.か くて到達可変費用a/x*の実体はサンタ

されない固定的運営費すなわち間接的可変費用ということになる｡そしてこの

間接的可変費用a/x*と,直接的可変費用あとの合計が,到達平均費用b*となるO

可変費用とは限界費用の別名であるから,平均費用-限界費用となるのである｡

(小島基準 或いは規模経済基準)

(5)式と(6)式を比較して,次の(7)式のようになるならば,生産方法βの方がαよ

りもsuperiorであると言える｡

(7) aJxq書+bq>ap/xp書+bp

これが小島基準である｡すなわち,

〈小島基準) 最小最適生産規模 (MOS)がより大きく､到達平均費用がよ

り小さいほど,よりsuperiorな生産方法である｡

図12.2(i)では,Op'線の傾斜 (bp*)が0α′線のそれ (ba♯)より緩やかになる

ことで示される.パネル(ii)では,到達する平均費用-限界費用たるSβAβ′の高さ
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がSaAα′より低いことで示される｡そうなるのはMOSがより大きく,そこに到達

する迄に実現される技術的規模経済の程度がβ型の方がα型より大きいからで

ある｡したがって ｢規模経済基準｣と呼んでもよい｡

(7)式を成立させる必要十分条件を求めてみよう.bα*>bpでなければβ方法が

superiorになる可能性はない9)oその仮定の下で(7)式が成立するためには,産出

量の臨界値xoが存在するDすなわち

(8)xo-ap/(bqL bp)-ap/[(aq/xα*+bq)-bp]

この臨界値は図12.2に見られるように0α′線(その傾斜はbq*で,α型の到達可

餐-平均費用)にPSp線 (その傾斜はbpで,β型の直接的可変費用)が上から切

るe点に対応する生産量xoであるoe点をわれわれの｢新転換点｣と呼ぼうCそれ

は図12.1のBuckley-Cassonの転換点Eとは異なるO

図示からも明らかなように,β方法のMOSたるxp*が臨界値xoより大きいなら

ば新転換点eを越えるわけで,必ず(7)式を成立させる,つまりbq*>bp*となり,

方法βがsuperiorになる｡さらに,xp*がxα*よりも大きければ大きい程,つまり

実現される規模経済の程度がより大きい程,よりsuperiorになるのである｡

Buckley-Cassonのケースはαα<αβだが∂α>毎であるとするものであった｡

その時の臨界値xoはxq*より小さいところに位置することになる.この場合には

xp*はズ○より小さくてもよいがxq*よりは大きくなければならない,ということ

になる.(なおわれわれの図12.2は,B-Cの転換点Eが存在しなくても(7)式が成

立するケースを示している｡つまりB-C基準は十分条件ではあるが必要条件で

はないことを物語っているのである)｡

ここで(小島基準)によって強調しておきたいことは,superiorな生産方法た

らしめることに貢献する最も重要な要因は,より大きなMOSによって,いかに

より大きな技術的規模経済を実現するかにかかっているということである0

12-4 内部化 ･MNC化の利益

これまでの議論を以下のように整理することができよう｡われわれは次のよ
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うな生産関数 [ただし形式的なものでその正確なspecificationは今後の課題で

ある]を念頭に置いている｡

(7)x-f[A,A,L,R]

ここでxは生産量,A-は有形無形の企業資産,Aは企業組織運営人月など,Lは直

接的生産従業月,Rは物的中間財である｡関数/の形ば,A以下の各投入要素の

性能と,それらを組合わせて最大限の規模経済を実現できるようデザインし運

営する生産技術 と運営ノウ-ウに依存する｡′はかかる技術的関係によって

predominantlyに決定される｡′の形がわれわれの言う最小最適規模MOSの大

きさ,規模経済の程度を決めるのである｡

これに対し,各生産要素に価格を掛けて合計すると,コスト関数が求まる｡

(8) 総費用-[pl･A-+92･A=]+lp3･L-(x)十九･a(x)]-a+b･x

(ただしL 劇ま均衡値)

これがレディング学派の式(1)(2)に他ならない｡いわば原価計算アプローチで

ある｡そしてかれらは専ら九,PZ,P3,9.に注目し,内部化･MNC化によって各

価格を低めうること,コストを節約しうることを強調する｡かれらは背後にあ

る生産関数/の存在を忘れ,真の利益は/のいかんに基づ く規模経済の実現程度

であることを無視 してしまうのであるO海外低廉労働の利用が,Lの投入を増

し,機械A-の投入を減らすといった生産関数の選択は生ずるであろう｡そうであ

っても実体的 ･技術的規模経済利益が生産関数/のいかんに依存することには

違いはない｡

以下,原価計算アプローチが,外部市場調達にくらべ内部調達によっていか

に取 り引きコストを節約できるかを強調していることを,いくつかの代表的ケ

ースについて指摘してみる｡と同時に,規模経済の実現こそ内部化の真正利益

であると反論してみる｡そして,内部化による規模経済実現に限界があること

から外部市場や他企業との協調が必要になってくることを示してみたい｡

く社員雇用)

企業が長期契約の下に社員 (社長 ･重役から平社員,常勤工に至る)を傭い

組織を作ることが,内部化の典型例であるとビジネス ･アプローチは言う
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[wiliamson1975]｡この必要サービスを外部市場で毎日spotで調達する外部調

達に比べ,産出物単位当りコストは社長雇用の方が安 くつくという｡何 となれ

ば,市場調達では毎回相手を見つけ交渉し賃金などの契約をきめねばならない

のに,社員雇用では1回だけの交渉 ･契約で足り,長期間つまり多量の生産に

ついてサービスさせることができる｡取引回数が少なくて済むだけ,取引コス

トが節約できる,と言うのである｡

社員の報酬率や給与システムは内部価格づけであって,外部市場で需給状況

に応じて決まる賃金率,或いは限界生産性に応じて決まる賃金率とは異なる｡

或いは,外部市場では労働組合の影響により賃金率が高く,また職業別に格差

がある (労働市場の不完全性)が,内部価格づけはそういうことにわずらわさ

れないOこのように内部化理論は指摘する｡だが賃金の内部価格づけが外部価

格よりも低 くなるとは期待できない｡内部価格を低くすれば,優秀な人材はそ

の企業を去り他の企業に移っていくからである (海外生産では安い労働力を利

用できることも,内部化利益の1つとされるが,それは後述の直接的可変費用

の問題であって,ここでの問題とは区別されねばならない)｡

取引コスト節約論者の言うこれらの理由は私には納得できない｡spot雇用の

取引コストが,ことに街に失業者があふれている状況の下では,たとえ毎日取

決めるとしても,高くつくとは思われない｡むしろ優秀な人材を社月雇用する

ためには多額のリクルー ト費を要しようし,長期契約には大きなリスクを伴う.

支払う報酬率は,日傭や臨時雇用 (パー トタイマー)の方が安いのが普通であ

る｡長期に身分と報酬が保障されるのだから,｢さぼる｣といったmoralhazard

もおこる｡社月雇用の方が産出物単位当りコストを低めるのは,規模経済利益

に基づ くと見た方が正しい｡一定数の人材を長期契約雇用するというのは固定

投資である｡それを僅かにしか活動させない間は平均費用が高くつくが,それ

は次第に逓減し,フルに活動させる状態において最低になる｡これはまさに技

術的規模経済利益である｡この他に,社内訓練によって生産性が高まる｡経験

を積むほどleamingbydoing(習熟)効果も出てくるO会社への忠誠心とか,

qualitycontrolや新事業開拓-の意欲とかいったものも伴う｡これらも一種の
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規模経済利益である｡

人材雇用のためのリクルー ト費とか,社内訓練費はサンタされる｡だが社貞

給与は固定的運営費の一部をなすが経常的に必要なものでサンタされえない｡

そして最小最適規模に達した後は間接的可変費用となることに注意されたい｡

同じ二重性格をもつ運営費がいくつかあるが,それについても同様に考えてよ

い｡

重要なのは,最小最適規模に合致するだけの優秀な人材を整え,それをいつ

もフルに (少なくとも損益分岐点以上の操業度を保つように)活動させること

である｡最小最適規模は企業の活動量と採用する生産関数′のいかんに依存す

る｡わかり易い例では,大企業では運転手つき乗用車を使ってもよいが,小企

業ではタクシーを利用した方が安あがりである｡或は,内部化と市場調達の中

間形態たる-イヤー契約がよいかもしれない｡同様なことは公認会計士,弁護

士など専門職を社内雇用にするか,必要に応じて依頼するかといった選択にも

あてはまる｡

好況時を目度に社長雇用をすれば,不況時には必ず過剰になる｡そこで景気

変動へのクッションとしてパー トタイマー雇用が一般化してきた [荒井1988]｡

大企業の生産の一部を下請けに回すとか,低賃金で部品生産を行うといったこ

とも,同じ役割を果たす｡また,企業経営はどうしても余剰人的資源をかかえ

こむことになり,それが新 しい活動分野たる海外進出を推進する (Penrose

1959]という説も出されている｡要するに,どの範囲まで,また何人,人的資

源を内部化したほうが能率的かという点に巨大企業化 ･MNC化の限界があり,

それは実現されうる規模経済のいかんによって決定されるのである｡

(生産技術の調達)

生産技術 (最近ではもっと広 く情報infomationについて)は企業内で開発し

た方が外部市場から調達するよりも安 くつく,と取引コスト論者は言う｡技術

については市場が存在しない (market-missing)か不完全であり,相手をさが

すことさえ困難であるo技術の生み出す成果の評価は困難でありl)スキーであ

る｡したがって価格の決定も容易でなく,高い価格を押しつけられがちである｡
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要するに技術の市場調達は高い取引コス トを要する｡それよりは企業が,研究

所を作って,内部で技術を開発したほうがよい,と主張する (企業内部での技

術開発が安 くつ くかどうかについては明言していない)｡

以上の取引コス ト論者の言い分は私には納得できない｡技術の外部調達が高

くつくのは技術取引交渉の経費が高くつくからではないo技術の売手は,その

技術を自ら使用した場合に得られる独占利潤と等しい額が入手できるように高

い技術使用料 (royalty)をチャージするからである｡[伊藤ら1988,p.225注

7]｡他方,技術の自社開発が安価に行えるとは限らないQ技術開発能力の備わ

っていない後発企業や開発途上国企業は高い使用料をはらっても,外部調達す

るよりしょうがなく,その方が安 くつ く｡技術を早 く入手しなければならない

というタイミングの問題もある｡いかに大企業であっても,基本技術は別とし

て,必要なすべての補助技術まで自社開発することは,不可能でありかつ経済

的でもない｡

それにもかかわらず自社開発を有利とするのは,自社技術開発のもつ規模経

済利益にある｡自社の主要製品に関する基本技術･ノウ-ウまたはその種(seed)

を有 していなければならないが,これに優秀な科学者 ･技術者スタッフと研究

施設が整えられれば,主要ラインについての新技術が次々に生み出される｡技

術開発の累積効果があるCまた研究者の習熟 (learning)効果が働 くOこれらの

規模経済こそ,技術開発を内部化する利益の真の源泉である｡他方,市場調達

に頼ると,パテントにしぼられて,次の製品を創造できないといった制約をう

けることになるのである｡

自社開発には限界があるので,組合を作って他企業と共同で行うのがよいか,

政府の指導･補助金が必要であるのか｡技術は本来publicgoods(公共財)の性

格をもつので,容易に他企業にまねられてしまう｡そうすると開拓企業の得ら

れるべき利潤は減少する｡だから知的所有権 (パテント制など)保護が必要で

あり,専有を許さないと技術開発は進まない｡かかる技術の独占的使用 (つま

り内部化)は社会的便益の最大化に反する｡これらいくつかの技術開発をめ ぐ

る問題がある [伊藤ら1988参照]が,ここでは省略する｡
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〈工場の規模経済)

内部化論者は,上述の技術 ･情報,ブランドネーム,overhead人件費なども

中間財 (intemediategoods)として取扱い,物的中間財と区別しない｡しかし

私は両者は区別したほうが良いと思う｡けだし前者は個々の工場の,また企業

全体の,固定的運営費-間接的可変費であるのに,物的中間財は生産の直接的

可変費にかかわるからである｡

地下資源,農林産食料,原材料の海外直接投資生産について,現地の自然環

境が,また半製中間財や部品の生産や,労働集約財や労働集約的生産工程につ

いて,現地の安い能率賃金が,直接的可変費あの低廉化をもたらすのに大いに貢

献することは明らかである｡それについては後の第Ⅵ節で詳しく触れる｡だが

最も重要なことは,自然環境や労働事情に適応していかなる生産関数をセット

し,どれほどの最適規模生産をし,いかに大きな規模経済を実現するかである｡

垂直統合されたMNCでは,前の段階で生産された物的中間財を次の工程-

安い内部価格で投入でき,それだけ後者の直接的可変費用を安 くする｡安全か

つ確実に入手できるメリットも評価されねばならない｡だがそのためには,各

段階の工場 (鉱山やプランテーションを含め工場と呼ぶ)の最適生産規模が一

定の比例性をもたねばならない｡この比例性が各工場の最小最適親槙を達成さ

せないような中間財については,外部調達の方が有利になるし,比例性を超過

するような工場の生産物は外部市場-販売せねばならなくなる｡

もう1つ,内部開発した技術やブランドネームはゼロの内部価格で使えると

か,overhead人件費など10),間接的可変費(a/x*)が安 くなるという内部化論者

の指摘する利益がある｡だがここでも組織運営の技術的規模経済のいかんが,

内部化 ･MNC化利益の真正な源泉であることを想起されたい｡

〈企業の規模経済)

先にあげた垂直統合による物的中間財の低廉調達と,組織運営の間接的可変

費の逓減との2つは,工場の規模経済とは区別されるべき,｢企業の規模経済｣

の問題に属する｡この他に,内部化 ･MNC化の利益としていくつかのものが,

雑然と指摘されている｡
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第1に,企業の創設や拡大のための資金調達費が低廉になることが強調され

ている[Aliber1970]｡内部留保金を動月する場合にはもちろんそうなる.だが

ここで比較されているのは,等しく外部資金を調達するのに,MNC化したA企

業の方がそうでない小企業Bより有利になるというのである｡これは全企業資

産Aの調達費ということではなく,利子率が安いことなどにより,固定的運営費

a=-pZAが安 くなるということであるoそれが内部化･MNC化の故にもたらされ

る利益であるかどうかは疑わしいQけだし低利起債 ･融資の利点が得られるの

は,その企業の業績,名声,信用が高いからであって,必ずしも内部化･MNC

化の結果ではない｡

第2に,企業内振替価格操作によって,またtax-havenの利用によって,税金

の軽減,ないし回避がはかれると言う｡また為替操作や国際的財テクによって

余裕資産運営の利益が挙げられるという｡だがこれらは内部化･MNC化によっ

てのみ生み出される固有の利益だとは言えない｡

第3に,海外生産に進出すれば,輸送費の節約,関税その他貿易障害の回避

がはかれると言う｡これらは輸出販売に余分にかかる平均費用を節約させる｡

だがこれが海外生産進出の本当の動機になるかどうかは,第Ⅵ節で詳細に検討

するように,問題が残っている｡

第4に,石油企業がタンカー部門を,製造企業が商事部門を,さらに国際金

融部門をも自社内に持つことが,MNCの利点だとされる｡だがそれが本当に有

利なことであるかどうかは,次の外部経済利益 との比較で判断されねばならな

い｡けだしそれは専門の海運会社,総合商社,銀行に任せたほうが,より大き

な規模経済利益を実現し,それが当該企業-の有利な外部経済効果をもたらす

はずであるからである11)0

く外部経済 externaleconomies)

以上は企業の内部化によって,平均費用が逓減するという,企業の内部経済

の問題であった｡だが経済学にはもう1つ外部経済なる概念がある｡1つの産

業にとっては内部的であるが,その産業に属する各企業にとっては外部的な規

模経済 (逓減費用の実現)ということである｡(産業内規模経済)と呼んでもよ
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い｡

たとえば,自動車への需要が拡大するにつれ,A,B,C,-といった複数の

アセンブラーが,最小最適規模の経営を行えるようになったとしよう｡産業全

体の需要-生産規模が拡大したので,それに適応するより能率的な生産技術が

開発される｡特定企業Aが開発した場合には,公共財的性格をもつので,他の企

業B,C,-に伝播される｡諸企業が共同で新技術を開発したとしてもよい｡ま

た産業全体として技術者 ･熟練工が多数要るようになるので,専門の工科学校

が作られ,訓練をしてくれる,といったことを想定してもよいO

かかる外部経済効果は各企業に一律に働 くので,各企業の相対的競争力を変

化させない｡ために完全競争と両立する独占的競争 (後述)とかcontestable

marketが成立しうることになる｡

もう1つ例を挙げておこう｡自動車市場の拡大につれ,部品への需要-生産

量も増大する｡従来は或部品 (電装品とせよ)の生産量が最小最適規模に達し

なかったものが,今や独立の部品メーカーにとって引合うものになり,従来よ

りも安い価格でA,B,C,-のアセンブラーに供給できるようになる｡アセン

ブラーにとっては外部的な,金銭的外部経済 (pecuniaryextemalities)が発生

するのである｡

外部経済なる概念をもう少し拡張 ･適用してみよう｡たとえば鉄鋼企業が最

新の最適規模を達成し,良質品を低価格で供給してくれれば,鉄鋼は ｢産業の

コメ｣であるので,自動車をはじめ鉄鋼使用産業は金銭的外部経済を享受でき

る (新しい産業のコメと言われる半導体についても同様である)0 (産業間規模

経済)である｡幼稚産業保護論のねらいはこの点にあったと言ってよい｡

金融機関,商社など流通機構,運輸 ･通信 ･情報などのサービス部門 (かり

にbusinessinfrastructureと呼びたい)が完備し,敏速で廉価なサービスを提

供してくれることも,生産企業にとって有利な外部経済効果をもたらす｡

たとえば,自動車アセンブラーにとって,関連部品メーカーをはじめbusiness

infrastructureも近隣に集中してくると,多くの外部経済利益がもたらされる｡

く集積の利益)であり,(地域の規模経済)である｡
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自動車アセンブラーは上述の諸外部経済効果を活用したほうが有利である場

合が多い｡(鉄鋼生産まで内部化するのは引合わないであろう｡)海外生産へ進

出する場合,これら外部経済を享受できなくなる場合が多いことが 1つの問題

である｡

さらに (国家的外部経済)と称すべきものがある｡安定した政治体制,賢明

な政府の政策 (税制,為替レート,貿易 ･投資政策を含め),高い教育･研究の

水準,完備した公共施設などが外部経済効果を生み出す｡国際間でこの国家的

外部経済が異なる以上,borderlessにはなりえない｡また比較生産費という国際

分業の基本的考え方を忘却して,絶対比較に専念することは許されない｡

最後に (国際的外部経済)を生み出すものとして,安全保障,援助,国際通

貨体制,国際通商体制などの国際的公共財の構築が問題に上がっている｡

12-5 独 占 と競 争

企業の内部化･MNC化とは,優れた経営資源と組織を創設し逓減費用を実現

することであると表現してよい｡この費用逓減過程では独占的行動を採るのか

企業に採って最も有利である｡それ故内部化論は独占的行動の正当化論である

ということになる｡だが社会的便益 (benefits)を最大化するには,独占利潤を

はき出し完全競争的に行動することが要請される｡逓減費用 (規模経済)を実

現するのはMNCの貢献であるが,独占的行動を採るのはMNCの罪である,と

いう問題に到達するのである｡

〈独占的行動)

図12.3において,AA'は逓減平均費用曲線,mm*は直接的可変費用曲線,SA′

は直接的可変費用に間接的可変費用を加えた到達可変費用である(すべて図12.

2(ii)から移画したもの)｡これに,この企業に向かっている需要をβか1線,その限

界収入をMR.線として,追加した｡

この企業は,限界収入-限界費用 (費用逓減過程では直接的可変費用)にな

るm.点での生産量xlを選び,P-Plなる価格で販売することを最も有利とする｡
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独占利潤が最大になるからである｡

三角形Dmm.の面積は,独占利潤 (quasirent)である.それは矩形PmmLP.

の面積と等しい｡独占利潤は,固定投資費用(α)が全部サンタされたとした時,

したがって,絵直接的可変費用 (mOxlmlの面積)だけがコストして計上される

とした時の余剰収益である｡だがわれわれが明らかにしたように,サンタされ

ない固定的運営費(alが要る｡それは矩形BmmlCの面積である｡か くてxl量生産

の時の平均費用はC点となる｡平均費用と価格との差たる純利潤はPIC(その総

額は矩形PBCPlの面積)となるのである｡

結局,限界費用-限界収入になる量に生産 ･販売量を限ることによって,独

占利潤を最大にすることができる｡
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また独占利潤最大化の観点から見れば,市況が悪化 し (或は円高化し)た場

令,独占企業は,直接的可変費用(b)をカバーするだけの安い価格で販売し,マ

ーケット･シェアを維持する方が,たとえ純利益は負になっても,有利だと言

うことになるのである｡

(独占的競争 monopolisticcompetition)

問題にしているA企業において正の純利潤が得られていることがわかると,

ち,C,-などの競争企業がこの市場に参入してくる｡B企業がA企業と同じカテ

ゴリーの商品だがデザインなど若干異なる差別化製品 (differentiated prod-

ucts)を登場させるとしようO新規の財が市場に登場すると既存の財に対する需

要は減少する｡こうして,A企業が直面する需要曲線は,従来のDlからD2に,

左方-シフトしたとしよう.それにつれ限界収入曲線はMR2に変わるO

そこでA企業は,限界費用-限界収入となるク均点の生産量箱に減産する(操業

度をおとす)｡独占利潤は三角形Dmm2の面積で,最大になる｡つまり生産 ･販

売量を制限し,独占利潤を最大化するという点では独占的行動を採っているC

だがP2点で価格-平均費用となっているから12),純利潤はゼロになる｡土れは完

全競争と同じ結果である｡つまり独占的行動ではあるが完全競争と両立しうる｡

それ故に独占的競争 [Chamberlain1933]とかcontestablemarket[Helpman

andKmgman1985]と呼ばれるのである｡他企業の市場参入,或いはそのおそ

れがあれば,つまり市場競争の圧力があれば,費用逓減下でも完全競争的価格

づけが成立する｡このことを銘記しておいてほしい13)0

〈社会的便益の最大化)

図12,3において,三角形DmP,の面積が消費者余剰 (consumer'ssurplus)で

ある.これを社会的便益 と呼ぼう.価格が限界費用 (Omの高さ)と等しく決め

られ,箱という大きな量が生産･販売される時に,社会的便益は最大になるO独

占利潤-0のところまで生産 ･販売させるのである｡これを ｢限界費用価格

(marginalcostpricing)の原理｣と言う [今井ら1971,pp.150-156]｡電力,

ガス,水道などpublicutilityについてはそのことがとくに要望される｡

企業としてはA｡点 (これを独立採算点と呼ぶ)において,価格-平均費用で
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あり,純利潤-0となるOそれ以上に生産量を増し,平均費用を下回る限界費

用で販売することは,A｡P3×mP,なる面積に相当する損失をこうむることにな

る｡したがってこの損失分を政府の補助金でカバーすべきであるという議論に

なる｡損失があるにもかかわらず企業が敢えて限界費用価格づけをするとすれ

ば,それはマーケット･シェア確保のためである｡さらに,上では消費者余剰

だけを社会的便益としたが,企業のこうむる損失 (-補助金)は負の社会的便

益だとすれば,差引き計算した純社会的便益は,A｡点における方が最大であり,

補助金を出した場合には,それは三角形A｡P3A3の面積だけ小さくなる｡

〈完全競争)

企業にとって最も有利な独占利潤にこだわらない限り,企業の直面する需要

が十分に大きくて(図12.3のD4線のように),規模経済をすべて実現できる最小

最適規模x*を超える程の生産量に達し,到達可変 (限界)費用-平均費用曲線

(図示のSA'線)上で需要曲線が交わる (P4点のごとき)ことである｡これが完

全競争状態である｡

規模経済を最大限実現し,平均費用を最小化したことから,社会的便益の最

大化に貢献できる｡企業としては,利潤はゼロになるが14),マーケット シェア

は大きくなる｡市場競争の圧力によってこの点に到達するわけで,補助金など

のインセンティブは必要とされないC

(内部化 ･MNC化の功罪〉

リスキーな巨額の創設固定投資を行い,規模経済を実現し,低い価格で大量

に供給し,もって社会的便益を高めることこそ,内部化･MNC化の貢献である｡

それはわれわれの規模経済基準から導ける結論である｡

だが,直接的可変費用(∂)のみに注目し,それを内部価格づけによって小さく

しうることを強調する内部化理論,就中Rugman基準によると,独占利潤最大

化をねらう独占的行動 (完全所有の子会社方式による企業資産の排他的 ･独占

的使用を含め)は正当化される｡MNCの罪として非難される原因である｡

Buckley(1987,p.24)は次のように言う｡

多国籍企業が (-イテク)財やサービスの産出量を制限して独占利潤を
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最大化するならば,またその垂直的統合が参入-の障壁として使われるな

らば,社会的ウェルフェアの損失が生ずるDさらに多国籍企業は,国際的

独占利潤を吸い上げるのに,カルテルを上回るもっと有効なメカニズムを

備えているので,社会的効率を低下させることになろう｡すなわち多国籍

企業は結託合意を内部化することにより,結託の遂行をより効果的にする

ことができる｡

独占か完全競争かということは,企業数が少ないか多数か,大企業か小企業

か,ということとは別である｡可変 (限界)費用に基いて独占利潤最大化をね

らう価格づけをするか,そうでないかの違いである｡いわゆる ｢独占禁止法｣

で企業規模の大きさが問題とされる [wi】】iamson1975]｡われわれの基準から

すれば,社会的便益最大化に貢献する最小最適規模ならば,たとえその企業が

当該産業の唯一の生産者となるとしても,ゆるされるべきだと言うことになる｡

以上のようなMNCの功罪はミクロ的企業行動についてである｡もっとマク

ロ的観点からの功罪が,別に検討されねばならない｡

〈需要の確保)

最小最適規模MOSは技術的条件に依存して決まるのであるが,需要が大きい

ほどより効率的な,より大きいMOSを選べる｡巨額の創設固定投費を必要とし,

しかも成功するかどうかきわめてリスキーな企画 (project)を開始するには,

その企業にとって需要 (市場)を確保することが優先要件となる｡

政府の保護 ･介入は,必要最低量の需要を特定企業に保障するのが一番有効

である｡関税や輸入数量制限 (quota)による保護は,輸入を阻止し,国内の費

用逓減産業に十分な需要量を保障できるときに有効である｡日本の鉄鋼生産の

開始 (1901年)に当っては政府の買上量保障 (軍艦その他武器の生産のため)

が最大のインセンティブになった｡1960年代にオーストラリアの鉄鉱山や炭鉱

が開発されたについては,日本の鉄鋼メーカーが共同で,長期購買契約によっ

て引取量を保障したことが貢献した｡通産省が,高炉や化学プラントの設置に

つき,数社が同じ年に一挙にセットするのでなく,1つ 1つがMOSを達成でき

るよう需要の伸びを考慮して時間的間隔をおいて順次セットするよう指導した
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のは,有効な政策であった｡

企業自体も需要を確保するための方策を講じている｡他企業と違った差別化

製品を生み出すこと,パテント,ブランドネーム,宣伝などもそういう目的の

ためのものであるといえる｡

市場拡大の重要な方策が輸出への進出である｡図12.3において国内市場向け

だけでは企業の直面する需要曲線が上もであり,純利潤はゼロであったO輸出市

場が開拓できると,国内需要と海外需要を合計した需要曲線はD.に拡大する｡

そうすると平均費用は低下し競争力は強化される｡大きな独占利潤が獲得でき

る｡戦後日本の工業品の生産と輸出はこういうプロセスを経た｡輸出市場開拓

を契機に,より大量生産の,より優れた生産方法に転ずることもできた｡外国

市場で競争できる程のMOSを保障する大きな国内市場の存在がベースになる

[Linder1961].だが内外需要がいっそう拡大されて,D4曲線のごときになり,

企業間の競争が激しくなると,完全競争的生産販売を1L寛で行うことが,この企

業にとっても最善の状態になるのである｡

12-6 貿易と海外生産

Vernon(1966)のプロダクト サイクル論に沿い,輸出から海外直接投資生産

に移る選択を明らかにすることがBuckley-Casson(1981)の,またわれわれに

とっての最大関心事である｡これらは図12.1を用いて,転換点且までは輸出が有

利であるが,その点を超えると海外生産の方が低コスト供給になると結論する

(かれらはもう1つLicensingとの比較をも行っているが,ここでは省 く)｡かれ

らの解明は不正確であり誤った結論に達しているQわれわれの最小最適規模付

きサンクコスト･モデルによって,正確な分析を試みたい｡

〈先進国での海外生産はinferior)

図12.4上半分を見よう｡OAなる創設固定投資を基に逓減費用生産を行うと

き,S点で最小最適規模に達するとすると,S点でキンクするOASA′′が本国生産

の総費用曲線である｡これは国内向けと輸出向けとを含む｡本国生産が相当大
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図12.4

泊
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量になり平均費用がかなり逓減した段階 (図示の0′点)で,なんらかの契機 (た

とえば相手国の輸入規制)で海外生産に踏み切るわけである｡パネル (i･b)の

ように,0'点以後の本国生産量増加分についての総費用は0'A′SA′′曲線とな

るQ固定投資費用がOAから0'A′に減少しているが,この差額だけこの段階まで

にサンタされたからである｡

これに対し,0′点で海外生産を開始すると,0′βなる創設固定投資が要 り,

S′点で最小最適規模に達するとすると,海外生産の総費用曲線は0′RS′B′とな

る｡Buckley-Cassonの図12.1は,この海外生産総費用曲線をパネル (i･a)に

画いていることになるOそれは正しくないD

図12.4下半分は先の図12.3と全く同じものであるが,後者に海外生産が追加

されている｡本国生産が費用逓減継続中の0′に達したとき海外生産を開始す

るC海外生産の平均費用はBS′B'曲線,直接的可変費用はPlmβ線の高さ,到達

平均 (-限界)費用はS′B'線の高さである.D′包線は当該市場のこの企業への

海外需要曲線であるが,それは総需要曲線DDlから本国の国内需要曲線DDhを

差し引いたものである｡

海外で輸入にはt%の運送費･関税等の余分の費用がかかるとすると,AA′曲

線にt%を上乗せしたAtAt'曲線が,本国生産の対外供給費用を示すことになる.

従って0′点では,本国生産の独占利潤は正,しかし純利潤はゼロ (図12.3の独

占的競争均衡と同じ状況)になる｡運送費 ･貿易障害が存在するが故にかかる

状況に陥るので,それを回避すべ く,海外生産に進出するものとしよう｡

だが海外生産は有利ではない.輸入需要曲線D'Dfをはるかに上回るところに

海外生産の平均費用BS'B'曲線が来るからである｡かかる状況においては,海外

生産に踏み切るのでなく,輸出を前よりも低い価格で増加した方が得策である｡

たとえば,関税等を含む対外供給費用AtAt′曲線が輸入需要D′p′曲線と交わる

P2点が兄いだせる｡本国生産の平均費用は逓減費用下にあるから,輸出を増し生

産を拡大するほど,低下するからである｡こうして運送費 ･関税の-ンディキ

ャップは乗り越えられる｡

以上のように,海外生産の絵費用 (あるいは平均費用)曲線は本国生産のそ
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れを全長にわたって上回っている｡海外生産は明らかにinferiorな生産方法で

ある(Buckley-Cassonの期待とは逆に)O日本の自動車企業が米国(先進高所

得国)へアセンブリー工場を進出させるといったケースを念頭においているの

だが,その理由は4つある｡

(1) パネル (i･b)で,A'S線の傾斜よりもBS'線の方が急であるoつまり直

接的可変費用 (b)は海外生産の方が高くつ くO(イ) 能率とくらべた賃金

(efficiencywage)は米国の方が明らかに高い｡労働組合の圧力もある｡(ロ)

物的中間財のうち本国や第3回子会社から供給される内部調達分は,現地

での外部調達より安 くなる (内部価格づけ)｡だからきびしい現地調達率

(localcontent)の要求が問題になるわけである｡だがこの内部価格づけの

利点は,本国生産にも海外生産にも等しく影響する｡むしろ米国生産の場

合には,かかる物的中間財の米国-の輸送費と関税分だけ余計の費用がか

かる｡(,I) 物的中間財の外部調達費は,米国での現地調達費の方が安 くつ

くものが若干あるかもしれない (例えば醤油工場-の大豆の現地調達)が,

大体において本国 (日本)の生産の場合より割高につく｡とくに日本での

部品の外部調達は,関連産業が整っており,地域的に集積しているといっ

た外部経済効果によって割安である｡米国生産ではこの地域的規模経済を

失うことになる｡またそれ故に,関連部品企業の対米進出が要請されてい

るのである｡巨) 1985年以来の大幅な円高 ･ドル安化により,これら直接

的人件費と現地調達物的中間財費とがかなり安 くなったことは事実であ

るOだが多くの対米直接投資が決断された時点で,米国生産の直接的可変

費用が日本でのそれより安かったとは到底考えられない｡逆に現在でも開

発途上国での直接的可変費が,ことに労働集約的生産において,日本より

も,いわんや米国よりも,割安であることは明らかである｡

(2) 団走投資費用は0′の生産量では,本国生産は0′A′で,海外生産の0′βよ

り少ないとしたO本国生産については固定投資費用はかなりサンタされて

いるからである- Buckley-Cassonの図12.1もそうしている｡内部化論

者は資金調達費が安 くつくことを強調するが,米国が高金利で日本の金利
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が先進国中で最低であると言う現状では妥当しない｡す ぐ後に述べるよう

に,0′βが小さいことは小規模な最小最適規模の海外生産方法しか選べな

いということになりがちである.たとえ0′Bが0′A'より小さくても,BS′線

の傾斜がA'S線より急である(上述)ならば,前者は下から後者を切ること

になる｡これは1つの興味あるケースである｡海外生産販売が小量である

ならば,本国で生産し輸出するよりも安 くつくと言うケースである｡それ

故,日本の対米欧直接投資進出はそういう差別化製品(YKKのジッパー,

資生堂の化粧品など)が多かったのかもしれない｡

原価計算上は,有形無形の企業資産の運営費が到達間接的可変費用とな

る｡米国生産進出で,資金の低利調達(それは今はありえない),安い借地

料,光熱費など若干の利点があるかもしれないが,マネジャー (日本から

の派遣も含め)などoverhead人件費は高くつく｡

(3) 上述(1)と(2)の合計は到達平均費用(つまり∂*-α/∬*+∂)をして,海外生

産の方が本国生産よりも高くすることを示している｡これらは,為替レー

トその他の要因を与えられたものとして,両生産コストの絶対比較を行っ

ているのである｡だがこの他に次のような比較を考慮に入れねばならない｡

つまり当該企業A(トヨタとせよ)は,日本の競争企業 (ホンダなどBとせ

よ)ならびに現地のビッグスリー (C企業とせよ)と競争しているわけであ

るが,それらと比べて格別の優位を企業Aがもてるかどうかが問題である｡

企業Aにとって,上述のように,海外生産の方が本国生産よりも,1つ2つ

の利点をもつかもしれない一例えば運送費 ･関税の回避,安い地代など｡

だがこれらの利点は,日本の競争企業Bにも等しく均宿されるし,米国企業

Cは進出企業以上に十分に活用している｡つまり絶対比較で見出された海

外生産の利点は内外の他企業との比較では格別の優位をもたらさないので

ある｡

(4) 決定的な要因は,海外生産は本国生産にくらべ最小最適規模の縮小(sca-

lingdown)を伴わざるをえないことであるo図示では,本国生産のMOS

はOSの水平距艶なのに海外生産のそれは0′S′の水平距敵にすぎないO小
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さいMOSでも,ロボット化するといった方法で,大きな規模経済利益が得

られるようにデザインすることはできるかもしれないOその際は固定投資

費用が高くなる｡工場の規模は,年産20万台というように,同一にセット

したとしても,本国生産のもつ企業の規模経済(トヨタの本国生産は500万

台),さらに地域の規模経済といったものは,海外生産ではうしなわれる｡

要するに,本国生産の匡l際競争力が強 く,輸出拡大が続いている状況におい

て,scalingdownせざるをえない海外生産を始めることは,採算に合うことで

はない｡まさに比較生産費の支持する方向とは相反する｢逆貿易志向的DFI｣に

陥る｡逆貿易志向的とは,日本の輸出がDFI生産にとって代わられ減少すること

を指すだけではない｡より安い本国生産からより高い海外生産-生産地を移す

こと,したがってより能率的な生産方法からinferiorなそれ-と転じ,資源のミ

ス ･アロケーションとその浪費を来すことを意味する｡かかる海外生産は価格

を引き上げ消費者のウェルフェアの低下をもたらさずにおかない｡

海外生産プラン トをしてinferiorな生産方法でないものにし,競争力をもたせ

る唯一の方策は,そのプラントでの生産車種を本国のとは違う特定のものに限

り,その限られた車種の生産では十分な規模経済を達成する程度のMOSにする

ことである｡ホンダがおこなっているようであるが,本国生産と海外生産とに

おいて違った車種をそれぞれ十分なMOSで生産するよう特化させることであ

る｡このことから私の言う,逓減費用下の ｢合意的国際分業｣という問題に連

なっていくのである｡[小島1988]｡

(貿易障害と独占的行動)

inferiorな生産方法を進出させることになる海外生産は,企業の立場からみ

て採算に合わないことであるばかりでなく,われわれのマクロ経済学的接近か

らみても勧められないことである｡にもかかわらず,この種のDFIが先進国間で

さかんに行われているのは何故であろうか｡それを正当化するなんらかの理由

があるのであろうか｡

図12.4のパネル (i･C)と (ii･C)に,本国生産がそのMOSに0′′で到達した
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時点で,海外生産が開始されるという状況を画いておいた｡0′′点では本国生産

は創設固定費用のうちサンタできるもの (創業資産費)はサンタされつくし,

最小平均 (-限界)費用に到達しており,それ以上逓減しない状況にある｡(先

の図12.3におけると同様に)外国需要bWf'曲線 (その限界収入曲線が〟和 に

増大したものと仮定している｡t%の関税率 (輸送費も含む)の下では,当該企

業はAE′-1の量を輸出していたわけである｡海外生産のコス トカーヴはこれま

でと同じである｡完全競争的に行動しうるかかる0′′以降の状況においても,前

と同じく,海外生産は引き合うものではない｡

ここで先ず,関税率が禁止的水準に高められ,関税 (並びに輸送費)込みの

輸出供給価格はAt*となり,それは外国での支配的価格を上回るとしよう｡(日

本の)当該企業は輸出をあきらめ,海外生産に踏み切らざるをえない｡その平

均費用はBカーヴであるので,外国需要曲線DF'とQ点とR点で交わる｡Q点では

独占利潤は正だが,純利潤はゼロになる.R,寛ではコンスタントなAC-MC-

価格となり,完全競争的に行動することになる｡つまり海外生産の (-平均費

用)曲線が関税障壁の範囲内にくるならば,企業として引き合うことになるし,

それによってマーケットシェアを維持 ･拡大できるのであるOただしこの海外

生産による供給量は関税引き上げ前の輸出量 (At'-1)に比べれば小さくなる

し,価格は引き上げられていることに注意しなければならない15)｡これがtariff-

inducedDFIである｡

第 2に, 日本の対米自動車輸出自主規制VER(1981年より実施)に基づき,

この企業の輸出量が0′′0′〟に限られたとしよう｡関税率は前と同じ低い率であ

るとする｡この企業は0′′′点において海外生産を開始せざるをえない｡このコス

トカーヴは前と同じく点線のBカーヴであるとしようoそれは外国需要曲線Df'

と交わらないから,引き合わない｡だがこの企業はなお次の独占的行動をとる

ことが可能である｡限界収入岬 ′曲線が直接的可変費用 と点 2で一致するの

で,海外生産を2′-2の量に限る｡そして点3の価格で販売すれば独占利潤が

得られる｡ただし海外生産の平均費用は点4であるから,純利潤は負 (損失)

になる｡この際も,当該企業の供給量はVER割当量 (0′′0′′′)と,海外生産量
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(2′-2)の合計であり,それは最初の輸出量 (At'-1)より小さくなり,価

格も高くなる｡これがVER-inducedDFIである｡

かくして,海外生産は,たとえそれがinferiorな生産方法の移転であっても,

関税障壁を逆用できるし,独占利潤を稼 ぐことも可能にする｡だからこの種の

DFIが外国市場を先取り (pre-empt)するために敢行されるのである｡

だがこの種のDFIは高関税ないしVERにより,また米国の競争企業並びに日

本の他の企業の協調,つまり暗黙の結託により,現地販売価格が高くつり上げ

られる場合においてのみ,引き合うようになる｡対米自動車輸出自主規制の場

合には実際にそうなった16)｡そしてそれは,アメリカの消費者をして前より小量

のものをより高い価格で買わしめるという社会的便益減少の犠牲を強いること

になったのであるO

通常見逃されているが,本国生産へのはね返り効果も考慮に入れねばならな

い｡つまり輸出の停止ないし減少は本国生産量を縮小させ,それだけ規模経済

利益を失わせ,平均費用と価格を高めるという効果をもたらすのである｡

結局,これらすべての望ましくない効果は,海外生産がinferiorな(superior

でなく)生産方法の移転となる場合に生ずることに注意しなければならない｡

たとえそれが企業の独占的行動にとってはなお必要であり利益のあることのよ

うに見えるにしても,好ましくないことなのである｡

く順貿易志向的DFI)

それでは順貿易志向的 (pro-tradeoriented)DFIはいかなる状況において発

生するのか｡国内 (自国)生産が比較劣位に陥り,それを低廉な海外生産に置

き代えるときに生ずる｡Buckley-Cassonの図12.1によってうまく説明でき

る｡このことは1つの皮肉である｡輸出よりもDFI進出が有利であることを示

そうとしたかれらの図が,実はDFI進出は国内生産より(輸出よりではなく)有

利であり,海外生産拠点から輸入した方がベターであることを物語るからであ

る｡

より正確なわれわれの図12.2において,生産方法αが国内生産,方法βが海外

生産であるとしよう｡転換点βに至るまでは,方法αの方が平均費用が安い｡生
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産-需要量がこの範囲にとどまる時には国内生産の方が能率的である｡ところ

が需要量が転換点を上回る程に増大すると,海外生産の平均費用の方が安 くな

る｡国内生産をやめ,海外生産拠点から輸入する (或いは一部そこから第3国

へ輸出する,また現地販売もする)方が有利になるのである｡

国内生産より海外生産の方が有利になる基準,つまり直接的可変費用が∂α>

bpになることは容易に説明できる｡地下資源開発の場合には良質の炭鉱の存在

が,プランテーションの場合には適した気候･地味が決定的な有利条件になる｡

労働集約的製造工業の場合には,能率賃金率の安い豊富な労働力のアベイラビ

リティが決定的要因となる.これらがbpをbαより小さくする｡他方,日本の労働

集約財国内生産は,労働力不足と賃金高騰のため比較劣位に陥った｡これは図

12.2(i)のaSqをより急なものとし(baを高め),転換点eの到来を早めたわけで

ある｡

最小最適規模x書が十分に大きくなるべし,という小島基準は,海外での鉱山

やプランテーションの開発について満たされることは自明である｡対開発途上

国製造業DFIの場合はやや複雑である｡先ず,国内(日本)と同じ程度の機械設

備を海外でセットしても,労働を2交替或いは3交替で稼働させれば,(より労

働集約的生産方法に移れば),最適規模x事は大きくなるOこれに安い能率賃金の

利点が加わるから労働集約財の平均費用は海外生産の方が低廉になる｡次に,

紡績は10万錘といった最小最適規模を必要とするのに,織布やアパレルはごく

小規模生産でもよい｡それ故,後者の海外生産から着手され,紡績の進出は最

後になる｡自動車関連の海外進出についても同様であるQ小規模投資で足りる

簡単な部品の海外生産からスター トするが,本格的アセンブリ工場の進出は容

易でないのである｡

以上のように,国内生産が比較劣位化し割高になったものを海外生産に移し,

輸入してくるというのが,私の言う順貿易志向的DFIに他ならない｡それは貿易

を比較生産費の支持する方向に拡大するし,投資国 ･ホスト国双方のマクロ的

経済効率の向上に貢献する｡しかも企業の利益とも合致するのである0



242 第 3部 多B]籍企業論

12-7 結 語

かくのごとくDFIが順貿易志向的であるかそれとも逆貿易志向的であるかを

識別することは重要である｡その区別をせずに,あらゆる海外直接投資と,そ

れを使う内部化･MNC化は,すべて正しいと正当化するレディング学派の展開

は,重大な反省をせまられてしかるべきである｡内部価格づけによる低い可変

費用の実現というかれらの基準は,内部化･MNC化の利益の本当の源泉ではな

い｡真正な源泉は最適な規模経済を実現することにある｡そうできない場合に,

外部市場や他の企業との協調が必要となる｡これが本章を通ずる結論である｡

注

* ICU大学院の金田充弘,中野桂両君との討論に負うところが多い｡また神戸外国語大学の中島

潤教授からいくつかのコメン トを頂いた｡感謝 したい｡

1) 内部化理論に関する日本での優れた研究として次のものが挙げられるC原正行 1973,1978,

1982:中島潤 1983,1989,大石芳裕 1986;板木雅彦 1986;洞口治夫 1989:藤沢武史

1989こ長谷川信次 1989;鈴木典比古 1989｡

2) 私はDumi ngの折衷理論に対し何回かコメントしているo小島 1981a,pp.417-424;Kojima

1982,pp.ll-14- これに対しBuckley1983のコメントがある0

3) たとえば [porter,訳 1989,p.47]は次のように言う｡

｢活動の行われる場所は,グローバル企業の優位が生まれる源泉である｡だから比較優位が存在す

る場所に活動を移して,比較優位を企業の本国すなわち株主の国から分離する｡そこで,この章

で説明した理論は,伝統的な比較優位説よりも内容が豊かなのである｡というのは,私の理論は

ふつう比較優位説で論 じられる生産活動だけでなく,R&D,受注処理.広告制作といった価値

連鎖内の活動にまで及ぶからである｡｣

これは諸コストの絶対比較に立脚しているもので,国際貿易論での比較生産費 (優位)考察とは全

く無縁である｡Dumingらも同様な無理解に陥っていることを,注意しておきたい｡

4) Rugmanをめ ぐって次の論争が展開された｡Rugman 1980a;Pa汀y 1985;Rugman 1985;

Hennart1986.

5) 次の9つのtaxonomiccasesが検討できよう｡al<偽のとき,bl>b2かb.<b2である2ケース｡

a.>a2のとき,bl>b之かbl<b2である2ケース｡al-a2のとき,b.>b2かb.<b2である2ケース｡b.

-b2のとき,al>a2かal<a2である2ケース,ならびにal-aZかつbl-b2なる1ケース｡

6) 挙例はしばしば誤解のもとになるのであるが,敢えてわか り易い例を示 してみよう｡新車は中

古車よりも購入費(α)が高くつ くが,故障が少なく維持費(∂)は安 くつ く｡たまにしか(毎日1時

間しか)使わないならば,走行距雄当たり費用は,中古車のほうが購入費が安いことがひびいて,

安 くつき,逆に新車の方がより高 くつく｡だが新車をフルに (毎日6時間というように)使うと

維持費が安 くつ くことがひびいて,走行距髄当たり費用は新車の方が安 くなる｡さらに,購入費

はパ トロンが出してくれ (サンタされ)るなら,維持費(∂)の安い方を選べばよい- 以上,B-
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CないしRugman基準D

これに対し次のように言える｡中古車は故障が起き易いので毎 日1時間しか使えないし,スピー

ドが出ないので,町の中の通勤や買い物にしか利用できないし,それには通 している｡新車は毎

日6時間フルに優っても故障が起きないし,スピー ドも早く,高速道路も利用できる｡こういっ

た技術的理由から,新車の方が走行距離当たり費用が安 くなるし,利用価値 も高い- これがわ

れわれの基準｡

7) BuckleyandCasson(1981,p.76)は2種の固定費用を明別 しているOまたDunning(1988a,p.

2)は ｢資産優位OaJと ｢運営優位0,｣とに区別するが,それはわれわれのa-と副こ対応する｡ま

たRugman(1981)の ｢知識の内部化｣と ｢内部化組織の運営｣とに,a-の生み出す規模経済と,

a=の生み出す規模経済がそれぞれ対応する.

8) われわれのコスト関数(3),(4)式では,MOSたるがに達した後,コンスタントな平均費用-限界

費用になるOこの状態がどれ位継続するか,また逓増費用に転じたならばどうなるか,といった

ことも興味ある重要な問題であるが,本章ではそこまで検討 しない｡なお脱稿後Dixjt(1980)が

われわれのMOS付きコス ト関数と類似のものを用いていることを発見した,

9) bq'<bp,或いはbq*-bpなるケースでは生産方法βがαよりsuperiorになる可能性は存在 しな

い｡それ故これらケースはここでの考察から省いた｡

10) 新技術の内部開発に要 したコス トはサンタされようが.研究スタッフの人件費は経常的に要

る｡先の社月雇用の場合でも,リクルー トや社内訓練の費用はサンタされるが,経常的給与は固

定的運営費になるD技術とよく似た無形の企業資産としてブラン ドネームが挙げられようが,一

定の経常的宣伝費は必要とされる.工場,機械設備,オフィスなど有形資産についても補修･維

持費は経常的に必要である｡全資産調達のため借り入れた資金への利払いも要る｡生産のための

直接的可変費とはっきり区別 しにくい場合もあるが,工場借地料,暖房光熱費,タイピス ト,経

理,雑役の人件費など,操業度のいかんにかかわらず必要な固定的運営費がある｡これらの中に

は内部価格づけによって低めうる部分もあるが,企業組織の性能と実現する規模経済の程度に,

産出量単位当り平均費用の逓減度は左右される｡

ll) このような,関連活動部門への内部化の多様化,或いは多数の商品を取扱う水平的統合ないし

コングロマ リット (conglomerate),グループ (財閥 ･系列など)活動の利益は,規模経済では

なく,範囲の経済 (economiesofscope)とか連結の経済 (economiesofnetwork)によって,

ある程度正当化されるかもしれない [宮沢 1988]｡

12) 図12,3では,需要曲線D2を平均費用 (-供給)曲線AA′が上から切るように画いたCこれで需

給均衡P2点における安定条件は満たされる｡多くのテキス ト(たとえば伊藤.大山 1985,p.145)

では,需要曲線に平均費用曲線が接するように画かれている｡但 しその理由は明示されていない｡

(なお図示ではPl-P2-Pとしているが,これは図の複雑化を避けるためである｡おそらくP2は競

争に打ち克つためにPlより低められるであろうCそのように図示した方が,ベターである.)

13) 複占,寡占その他の不完全競争の問題がある｡相手企業の行動を考慮にいれて自企業の行動を

きめるというstrategy(戦略)が論 じられている｡数量的戦略であるか価格的戦略であるかによ

って違ってくるQまたその企業が産業のleaderであるかfollowerであるかによっても戦略は違っ

てくる｡結局ゲーム理論で解明するのがよいといった方向へ検討が進んでいるOここでは省略す

るが,[伊藤ら1988]を見られたい｡

14) 近代経済理論では,完全競争均衡点で,価格-平均費用-限界費用となり.利潤 (rent)-0と

なるとされている｡これでは,企業の存続･拡大のための資金は得られないので,実際的でないO

各企業に,例えば10%といった,一律のmark-upを許すような競争が考えられてよい｡Full-cost

principleを再考する必要があるo[たとえば宮坂 1978を参照されたい]｡

15) 逓増費用に転 じた状況において,貿易障害が存在するが故に直接投資進出した場合の諸効果
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を.次で分析したO[小島 1981,pp.314-5の図10:Kojima1978,p.182のFig.9]｡

16) 日本の対米自動車輸出自主規制の効果を,輸出価格 コンスタントの下で分析 したのが [小島

1981]である｡
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